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「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、法令

および当社定款第15条の規定に基づき、当社ホームページ（http://www.shinsho.co.jp）

に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
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　連結注記表

　

１ 【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項】

（１）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数：28社

　

② 主要な連結子会社の名称

神商鉄鋼販売株式会社

神商非鉄株式会社

株式会社マツボー

Shinsho American Corp.

神鋼商貿（上海）有限公司

Thai Escorp Ltd.

　

③ 連結の範囲の異動

　神商大阪精工（南通）有限公司は、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

Shinsho Mexico S.A. de C.V.は、当連結会計年度に設立し、連結の範囲に含めております。

連結子会社であったシステム精工株式会社は、当連結会計年度末において株式譲渡したこと

に伴い、連結の範囲から除外しております。

　

④ 非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。

　System Seiko Malaysia Sdn.Bhd.は、システム精工株式会社の株式譲渡に伴い持分比率が減

少したため、当連結会計年度末において非連結子会社から除外しております。

（２）持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の関連会社数：17社

　

② 主要な持分法適用の関連会社の名称

大阪精工株式会社

日本スタッドウェルディング株式会社

堺鋼板工業株式会社

株式会社コベルコ溶接ソリューション

Naito Asia Sdn. Bhd.

　

③ 持分法適用の範囲の異動

PT.Shinsho K'mac Precision Parts Indonesia、Shinsho K'mac Precision Parts

（India）Private Limited、 音 戸 神 商 精 工 （南 通） 有 限 公 司 お よ び PT. Futabadenshi

Indonesiaは、重要性が増したため、当連結会計年度より持分法の範囲に含めております。

　Shinsho K'mac Precision Parts（Shanghai）Co.,Ltd.は、重要性が低くなったため、持分

法の適用範囲から除外しております。
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④ 持分法を適用しない非連結子会社または関連会社の数：7社

⑤ 主要な持分法を適用しない非連結子会社または関連会社の名称

Ondo Shinsho（Thailand）Co.,Ltd.

Vina Washin Aluminum Co.,Ltd

Shinsho K'mac Precision Parts（Shanghai）Co.,Ltd.

（持分法の適用をしない理由）

　持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

　

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち決算日を３月31日とするKobelco Trading India Private Limitedを除く在

外連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在

の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引について

は連結上必要な調整を行っております。

（４）会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準および評価方法

１．有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準および評価方法

　デリバティブ

　時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法

　主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

１．有形固定資産

　国内連結会社は一部の子会社を除き定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法）を採用しております。一部の国内連結子会社および在外連結子

会社は定額法を採用しております。

　なお、国内連結会社は平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、取得価額

の５％に到達した連結会計年度の翌会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。
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２．無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

いております。

３．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ－ス取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

③ 重要な引当金の計上基準

１．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

２．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の内、当連結会計年度の負担額を計

上しております。

３．役員退職慰労引当金

　国内連結子会社１社は、役員に対して支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

④ 収益および費用の計上基準

完成工事高および完成工事原価の計上基準

１．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約

　工事進行基準

　工事進行基準を適用する工事の進捗率の見積りは、原価比例法によっております。

２．その他の工事契約

　工事完成基準

⑤ 重要なヘッジ会計の方法

１．重要なヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予

約は振当処理によっております。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年06月02日 09時26分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40 20131220_01）



２．ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。

ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引、商品先物取引

ヘッジ対象：外貨建債権・債務および外貨建予定取引、長期借入金、非鉄地金取引

３．ヘッジ方針

　社内管理規程に基づき、営業取引および金融取引における将来の為替変動および価格変動等

により生じるリスクを回避する目的で行っております。

４．ヘッジ有効性評価の方法

　主として比率分析により有効性の判定を行っております。

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略してお

ります。

　為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、為替相場

の変動による相関関係は完全に確保されているため、有効性の評価を省略しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

　

２．消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（５）のれんおよび負ののれんの償却に関する事項

　のれんおよび平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、発生原因に応じ20

年以内で均等償却を行っております。

２ 【表示方法の変更に関する注記】

（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金」は「退職給付に関する会計基準」

（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針

（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。）の適用に伴い、当連結会計年度より、

「退職給付に係る負債」として表示しております。
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３ 【連結貸借対照表に関する注記】

（１）有形固定資産の減価償却累計額 6,599百万円

（２）偶発債務

① 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し保証を行っております。

保証債務残高 1,310百万円

② 買戻条件付受取手形譲渡に伴う買戻し義務 2,005百万円

③ 輸出割引手形 310百万円

　

４ 【連結損益計算書に関する注記】

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、前連結会計年度のたな卸資産評価

損の戻入益と当連結会計年度におけるたな卸資産評価損を相殺した結果、たな卸資産評価損戻入益

204百万円が売上原価に含まれております。

５ 【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

（１）発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数
(千株)

当連結会計年度
増加株式数
(千株)

当連結会計年度
減少株式数
(千株)

当連結会計年度
期末株式数
(千株)

発行済株式

　普通株式 88,605 - - 88,605

　合計 88,605 - - 88,605

自己株式

　普通株式（注） 54 0 - 54

　合計 54 0 - 54

　（注）普通株式の自己株式の株数の増加０千株は、単元未満株の買取によるものであります。
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（２）配当に関する事項

① 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月20日
取締役会

普通株式 265 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 265 3.00 平成25年９月30日 平成25年12月5日

　② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議（予定）
株式の
種類

配当金の
総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月20日
取締役会

普通株式 265 利益剰余金 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月10日

６ 【金融商品に関する注記】

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、信用限度規程に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握

を行っています。

　デリバティブはデリバティブ取引管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりであります。

　（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（*）

時価（*） 差額

(1) 現金及び預金 16,288 16,288 －

(2) 受取手形及び売掛金 137,420 137,420 －

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 9,783 9,783 －

(4) 支払手形及び買掛金 (121,947) (121,947) －

(5) 短期借入金 (19,818) (19,818) －

(6) 預り金 (11,635) (11,635) －

(7) 長期借入金 (28,512) (28,634) 122

(8) デリバティブ取引 (81) (81) －

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金および(2) 受取手形及び売掛金
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　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　減損処理にあたっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には、

合理的な反証がない限り、時価の回復可能性がないものとして減損処理を行い、期末におけ

る時価が取得価額に比べ30％以上50％未満の下落をしている場合には、過去２年間の株価の

推移、発行会社の財政状態および業績等を総合的に勘案し、時価の回復可能性がないと判断

されるときに減損処理を行なっております。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金および(6) 預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。なお、短期借入金の連結貸借対照表計上額は、返済期限が１年以内の長

期借入金（1,076百万円）を除いて表示しております。

(7) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金の一部は

金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(8)デリバティブ取引参照）、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合

理的に見積もられる利率で、割り引いて算定する方法によっております。なお、長期借入金

の連結貸借対照表計上額は、返済期限が１年以内の長期借入金の額を含めて表示しており、

時価を算定しております。

(8) デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　また、その他に当社グループは当連結会計年度において、為替予約取引および商品先物取

引のデリバティブ取引を行っております。為替予約の振当処理を行っているものを除き、契

約額等と時価等の差額については当連結会計年度末において時価評価を行い、その結果計上

したデリバティブ債務の金額は81百万円であります。時価の算定方法は先物相場もしくは取

引金融機関または取引所から提示された価格によっております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額16,841百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、(3) 投資有価証券には含めておりません。

７ 【賃貸等不動産に関する注記】

　当社グループでは、賃貸等不動産を有しておりますが、重要性が乏しいため時価等の開示から除

いております。
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８ 【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 399円53銭

１株当たり当期純利益 35円69銭

９ 【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。

10 【その他の注記】

　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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　個別注記表

　

１ 【重要な会計方針に係る事項】

（１）資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

１．子会社株式および関連会社株式

　移動平均法による原価法

　

２．その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準および評価方法

　デリバティブ

　時価法

③ たな卸資産の評価基準および評価方法

　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）および西脇ＩＣテスト

センターに関連した固定資産については、定額法を採用しております。なお、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産については、取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。

② 無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の内、当事業年度の負担額を計上し

ております。

（４）収益および費用の計上基準

　完成工事高および完成工事原価の計上基準

① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約

　工事進行基準

　なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗率の見積りは、原価

比例法によっております。

② その他の工事契約

　工事完成基準

　

（５）ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予

約は、振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引、商品先物取引

　ヘッジ対象：外貨建債権・債務および外貨建予定取引、長期借入金、非鉄地金取引

③ ヘッジ方針

　社内管理規程に基づき、営業取引および金融取引における将来の為替変動および価格変動等

により生じるリスクを回避する目的で行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　主として比率分析により有効性の判定を行っております。

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略してお

ります。

　為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、為替相場

の変動による相関関係は完全に確保されているため有効性の評価を省略しております。
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（６）消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ 【貸借対照表に関する注記】

（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,809百万円

（２）偶発債務

① 保証債務

次の各社の金融機関等からの借入等に対し保証を行っております。

Shinsho American Corp. 924百万円

神商鉄鋼販売株式会社 810百万円

Thai Escorp Ltd. 635百万円

神商非鉄株式会社 613百万円

音戸神商精工（南通）有限公司 555百万円

神鋼特殊鋼線（平湖）有限公司 388百万円

冨士発條株式会社 246百万円

Shinsho Australia Pty.Ltd. 176百万円

神商精密器材（蘇州）有限公司 他６社 364百万円

合計 4,715百万円

② 買戻条件付受取手形譲渡に伴う買戻し義務 500百万円

③ 輸出割引手形 310百万円

（３）関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 40,523百万円

短期金銭債務 18,945百万円

３ 【損益計算書に関する注記】

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 408,887百万円

　仕入高 223,792百万円

販売費及び一般管理費 1,437百万円

営業取引以外の取引による取引高 1,114百万円
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４ 【株主資本等変動計算書に関する注記】

　当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 34,274株

５ 【税効果会計に関する注記】

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　貸倒引当金 88百万円

　賞与引当金 231百万円

　商品 32百万円

　固定資産減損 269百万円

　会員権 77百万円

　投資有価証券 1,017百万円

　その他 91百万円

　繰延税金資産小計 1,808百万円

　評価性引当額 △1,133百万円

　繰延税金資産合計 675百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △771百万円

　繰延税金負債合計 △771百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △95百万円

　（注）繰延税金資産（負債）の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産－繰延税金資産 384百万円

固定負債－繰延税金負債 △479百万円
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６ 【リースにより使用する固定資産に関する注記】

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用して

いる主なものは、電子計算機およびその周辺装置であります。

７ 【関連当事者との取引】

（１）親会社および法人主要株主等

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
または
出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

株式会社
神戸製鋼所

神戸市
中央区

250,930

鉄鋼製品、アル
ミ・銅製品、機
械等の製造およ
び販売

(被所有)
直接 34.9
間接 0.2

同社製品の購入
および鉄鋼原
料、その他原材
料の納入、
役員の転籍等

商品の
販売

347,559 売掛金 20,355

商品の
仕入

213,186 買掛金 15,317

　

取引条件および取引条件の決定方針等

・取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

・営業取引については、市場価格を勘案の上、一般取引先に対する条件と同様に決定しております。

・議決権等の被所有割合の34.9％（直接）については、退職給付信託（みずほ信託銀行株式会社）に拠出された株式を

含んでおります。

（２）子会社および関連会社等

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
または
出資金

事業の内容

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
神商鉄鋼販
売株式会社

大阪府
中央区

90
百万円

鉄鋼製品販売
(所有)
直接 100.0

同社への鉄鋼製
品の販売、役員
の兼任等

商品の
販売

14,803 売掛金 4,838

子会社
神 鋼 商 貿
(上海)
有限公司

中国 13,000
千ドル

鉄鋼製品、アル
ミ・銅製品、溶
材、機械等の輸
出入販売

(所有)
直接 100.0

同社への製品の
販売、役員の兼
任等

商品の
販売

5,163 売掛金 2,604

関連会社
（当 該 関
連会社の
子会社を
含む）

大阪精工株
式会社

大阪府
東大阪
市

44
百万円

冷間圧造用鋼線
製造および販売

(所有)
直接 39.8

同社への冷間圧
造用鋼線の販
売、役員の兼任
等

商品の
販売

8,615 売掛金 4,172

　

取引条件および取引条件の決定方針等

・取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

・営業取引については、市場価格を勘案の上、一般取引先に対する条件と同様に決定しております。

　

（３）兄弟会社等

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
または
出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

株式会社コ
ベルコマテ
リアル銅管

東京都
新宿区

6,000
銅管製造および
販売

－
同社の銅製品の
購入

商品の
仕入

17,050 買掛金 2,598

その他の
関係会社
の子会社

神鋼特殊鋼
管株式会社

山口県
下関市

4,250
ステンレス鋼管
製造および販売

－ 同社の製品購入
商品の
仕入

8,922 買掛金 2,248

その他の
関係会社
の子会社

神鋼建材工
業株式会社

兵庫県
尼崎市

3,500
建設用金属製品
製造および販売

(所有)
直接 2.7

同社の製品の購
入および役員の
兼任

商品の
仕入

5,044 買掛金 2,152

　

取引条件および取引条件の決定方針等

・取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

・営業取引については、市場価格を勘案の上、一般取引先に対する条件と同様に決定しております。
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８ 【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 309円80銭

１株当たり当期純利益 37円38銭

９ 【その他の注記】

　 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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